
特集 建設マネジメントに関する研究

公益社団法人土木学会 建設マネジメント委員会
公共工事発注者のあり方研究小委員会

発注者の役割からみた
公共事業執行システム改革の道筋

1.　はじめに

品確法（公共工事の品質確保の促進に関する法
律）の改正法が2014年（平成26年） ６月に公布・
施行され，予定価格の適正な設定や，仕様の確定
が困難な工事への交渉方式導入などが規定された
ことにより，入札契約制度改革は大きく前進し
た。しかし，予定価格の上限拘束の廃止や交渉方
式の本格導入などを実現するには至らなかった。
本研究小委員会は，この品確法改正を踏まえて公
共事業執行システムのさらなる改革を進めるため
には，
①　発注者のあり方を明確にすることにより事業
の種類・規模や発注方式に応じて必要な発注者
の体制を確保すること
②　入札から支払いに至るコスト管理の仕組み，
現場の最前線で働く技能労働者の賃金決定の仕
組み，そして元下関係など価格に関する商慣習
や制度を見直すことにより予定価格制度の見直
しと併せて価格決定構造を民主体のものへと転
換すること
が必要であることを認識し，これら ２つの課題に
ついて2014年（平成26年）10月より研究に着手し
た。本報告は，2016年（平成28年） ８月までに12
回にわたる全体会合のほか，随時ワーキング会合
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を開催し熱心な討議を重ねた成果を取り纏めたも
のである。

2.　発注者のあり方と体制確保

⑴　発注者の役割
国土交通省地方整備局，地方公共団体等の公共
工事発注者（以下単に「発注者」という）にとっ
て，調査・計画・設計から入札契約，施工監督・
検査等に至る工事発注関連業務そのものは，課さ
れている役割の一部であり，多くの発注者にとっ
て社会資本の整備・管理のプロセス全体を見れば
発注者の役割は極めて広範多岐にわたっている。
2014年（平成26年）の改正品確法に明記されたよ
うに，適切な維持管理を含め，工事に関連して施
工技術の維持向上，災害対応を含む地域維持，建
設業等の適正な利潤の確保，そして建設業等の担
い手の中・長期的な育成・確保も発注者の責任に
含まれる。
発注者の責任を果たすためには，事業執行や維
持管理等の総合的な業務に係る技術力の確保とそ
の向上を図るため，行政職員に対する研修や他機
関による支援体制の充実などが重要である。発注
者が必要な技術力を内部に直接確保することがで
きない場合は，適切な対価を支払って外部勢力を
活用する必要がある。

⑵　発注者の技術力確保策
①　発注者の技術力確保の必要性
発注者が内部に全体を総括する十分な技術力

を確保することの得失は，次のように考えられ
る。

〈利点〉
・�発注者の目的に照らして適切に建設事業の企
画立案から計画策定，設計，施工，管理まで
の一連の流れを進めやすい。

・�外注する場合に，外注する仕事の配分，業者
選定，監督・検査等を適切に行える。

〈欠点〉
・�技術力を要する業務が継続的に存在しない場
合は，技術者を雇用する人件費が負担となる
可能性がある。

以上のことから，建設事業を継続的に実施す
る発注者においては，内部に全体を総括する技
術力を有することが少なくとも必要である。発
注者が維持管理の責任をも有している場合は，
維持管理を適正に行うために必要な全体を総括
する技術力を有することが必要である。細部に
わたるまですべてを実施し得る測量，地質調
査，設計，施工等のすべての実施体制を保有す
ることは現実的とはいえず，民間に存在するこ
のような技術力を有効に活用することが重要と
なる。発注者内部にどのような分野のどの程度
の水準の技術者を有するべきかどうかというの
は，各発注機関が担う建設事業の規模や技術的
難易度，管理段階における技術力の必要度等に
よって異なる。
また，発注方式として従来型の設計施工分離

方式のほかに，設計施工一括方式（デザインビ
ルド）やCM方式，PFI方式などさまざまな方
式が用いられるようになっており，どの方式を
選定するかを判断する技術力が重要となってい
るだけでなく，どの方式を採用するかによっ
て，発注者側に求められる技術力が異なってく
る。
米国では，これまでに設計及び施工に関する

業務について発注者内部で行う実施コストと外
注コストを比較する研究が多くなされており，
多くの報告が，一般的には内部で行うほうが外
注よりも安いと結論づけている。しかし，外注
するかどうかの意思決定における最も重要な要
素はコストではなく，事業の迅速化，業務量の
調整等の他の要素が支配的であるとのことであ
る。１）

国土交通省地方整備局等は，年間数百億円か
ら数千億円の建設事業を継続的に実施している
だけでなく，膨大な公共施設の管理を継続的に
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実施していることから，内部に全体を総括する
高度な技術力を有することが必要である。さら
に，管轄範囲や事業範囲，管理範囲が広大であ
ることから，工事，管理等のための事務所，さ
らには出張所等の体制構築が必要になる。
都道府県，政令市や大規模な市町村について

は，国に準じて全体を総括する技術力を有する
ことが必要である。都道府県については，市町
村等に対する指導や補助金交付等の観点から
も，技術力を保有することが必要である。小規
模な市町村等においては，実施する建設事業の
規模や管理対象の規模が比較的小さいが，維持
管理を含めて継続的に技術力が必要なことを考
えると，全体を総括する技術力を有することは
一定程度必要である。

②　発注者の技術力補完のための方策
発注者の実力を超えて規模が大きい，あるい

は技術的難易度の高い建設事業や維持管理を実
施しなければならないときは，不足する技術力
をどのように補完すべきであろうか。
第一に考えられるのは，より技術力を有する

別の機関に事業実施権限や管理権限を移管して
しまうことである。市町村管理の施設を都道府
県等に移管するとか，都道府県管理の施設を国
に移管するなどである。施設を移管せずに，道
路整備において国（国土交通省）が権限代行に
より事業を実施するなどの方法もある。
第二に考えられるのは，発注等に関わる業務

をすべて外部機関に任せる方法である。地方公
共団体が下水道の建設，工事監督管理，災害支
援を地方共同法人日本下水道事業団に委託する
のがこれにあたる。委託先の外部機関は，技術
力を有する公共公益的機関である。
第三に考えられるのは，中途採用によって経

験を有する技術者を確保したり，人事異動によ
り技術力を有する機関から出向者を受け入れた
りする方法が考えられる。
第四に考えられるのは，発注者側の業務の一

部に民間企業を活用する発注者支援業務等の活

用である。発注者側の業務について，発注者側
の人員が足りない部分に民間から支援技術者を
派遣してもらう方法もある。全体を総括する高
いレベルの技術者を確保することが今後の課題
である。
第五に考えられるのは，発注者側の業務の一

部を含めて民間企業に事業監理や契約監理を責
任を持って実施してもらう方式である。これが
米国等で用いられているCM方式であり，大き
くピュアCMとCM at Riskの ２ 方式がある。
3.11東日本大震災の復興道路「三陸沿岸道路」
の事業において東北地方整備局が採用し，官民
連携により大きな成果をもたらした「事業促進
PPP」（Public Private Partnership）は，これ
を応用した方式と考えられる。なお，ピュア
CMの契約図書として「監理業務標準委託契約
約款」及び「監理業務共通仕様書」が2016年（平
成28年） ７月に土木学会によって制定・公表さ
れた。
第六に考えられるのは，包括的民間委託や指

定管理者制度を活用してインフラの管理，運営
等を民間に委託する方式やインフラの建設，維
持管理，運営等を民間の資金，経営能力及び技
術的能力を活用して行うPFI方式，コンセッシ
ョン方式等である。
これらの補完方策を検討するには，発注者が

保有する技術力を認識したうえで，事業の実施
等に必要な技術力を把握する必要がある。平時
には補完の必要がない組織でも大規模災害発生
時等においては，発注者として十分な実施体制
を構築できないことがあり得る。
このような場合には，外部勢力の活用等の技

術補完を臨機応変に講じる必要がある。

③　技術者の責任の明確化
建設事業や維持管理を行うにあたっては，発

注者内部の技術者や外部において発注者を補完
する技術者，あるいは設計等を担当する建設コ
ンサルタント技術者など，各技術者の役割を明
確にして責任分担を明らかにする必要がある。
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そして，責任に応じた報酬のあり方を検討する
必要があるほか，瑕疵等があった場合の補償に
ついて，受託額に対して過大な金額となること
のないよう現実的なルールの確立が必要である。
海外においては，技術者の責任と権限が明確

で，責任の重さに応じて報酬も引き上げられて
いるのが一般的である。たとえば，米国では，
設計者が自ら設計・計算した成果品に押印して
責任の所在を明確にする。複数の設計者が分担
して設計する場合は，設計図書に責任分界点を
明確に記載して担当箇所に押印する。工事図面
には，設計段階から工事竣工時まで記録として
担当者と日付が記載されることになり，内容に
変更があった場合には，変更内容をチェックし
た者の記録（PEの押印）が変更箇所に残される。
我が国においても，発注者の内部・外部を問

わず，関係する技術者の責任分担を明らかにし
て，責任の内容に応じて，技術者に求める能力
を明確化して十分な報酬を支払う仕組みを構築
することが望ましい。また，利害関係者との調
整，工事の監督・検査等の発注者が有していた
権限を委任することについて，責任の範囲やそ
れに伴う報酬を明確にする必要がある。

⑶　技術者の技術力評価方策
建設事業や維持管理の実施にあたって，発注者
が自ら技術力を要する任務を行う場合であって
も，外部機関に委任する場合であっても，任務を
担う技術者が必要な技術力を確保する必要があ
る。そのためには，各技術者の役割分担を明確に
するとともに，各技術者の能力を適正に評価して
「見える化」しておくことが望ましい。有能な技
術者が能力に応じて適切な対価を得るよう処遇す
る観点からも，また，人材確保の観点からも，技
術者評価の仕組みが重要である。
技術者の技術力を評価する方策として，技術者
情報に関するデータベースを整備する方策と資格
制度を活用する方策が考えられる。設計等を担う
建設コンサルタント技術者に関しては制度がある
程度整備されているが，発注者内部の技術者につ

いてはほとんど未整備の状態である。発注者内部
の技術者の能力をこれらの仕組みにより「見える
化」することができれば，発注者組織の技術力を
明らかにすることにつながり，技術力補完の必要
性の検討にも有用である。また，発注者内部の技
術者が転職・退職により民間側に異動した場合
に，速やかに人材活用する点からも有用である。

①　経験・実績・業績のデータベース化
発注者内部の技術者や外部勢力として発注関

係業務に従事する技術者について，発注関係業
務の経験や実績・業績をデータベース化するこ
とが有効と考えられる。発注者内部について
は，外注に際しての調査職員，監督職員等の技
術者を記録することが考えられる。ただし，具
体的な外注を伴わない経験・実績・業績をどう
扱うか，個人の業績や能力をどのように判断す
るか，データの信頼性をどう担保するか等の課
題を解決する必要がある。

②　資格の活用
発注者に必要な技術力は，対象とする事業の

規模・技術的難易度や担当する業務によってさ
まざまである。発注者に対して受注者と同等の
能力を有していることを求めるのであれば，受
注者に要求する資格を保有していることを発注
機関の担当者にも求めることが考えられる。ま
た，発注業務に関する資格として公共工事品質
確保技術者資格がある。このほか，国土交通大
臣が認定するさまざまな民間資格がある。

資格制度の活用を検討するにあたっては，発
注者側と受注者側の立場の違いについて考慮す
ることが必要である。発注者側の職員は，事業
者としてそのプロセス全体を適切にマネジメン
トする能力が求められる。コスト・品質・工程
の管理だけでなく，人事管理や関係者との調整
能力，合意形成能力など多岐にわたる技術力が
必要である。通常のプロジェクトマネジメント
資格で求められる能力に加えて，インフラ事業
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に特有の技術力が求められる。
既存の資格だけではカバーすべき技術力を判

断できない場合には，既存の資格の保有に加え
て，「プロセス全体を適切にマネジメントでき
る総合的な能力」を経験や業績によって確認す
ることで既存の資格を補完する方策が考えられ
る。また，特定の専門領域で極めて高度な技術
力を有する技術者を公正に資格認定できる団体
を活用して，適切に資格制度を運用できるよう
な仕組みを構築することも考えられる。

3.　‌�予定価格制度と価格決定構造の‌
見直し

⑴　現行の予定価格制度と価格決定構造の課題
現行の予定価格制度は，工事目的物の調査・設
計・積算において発注者の無謬性が前提となって
いる。つまり間違いのない完璧な調査設計に基づ
き，間違いのない積算により作成された予定価格
であることを前提としている。一方で，予定価格
算定のための積算においては，当該現場に最も相
応しい価格を算定しているのではなく，あくまで
も標準的な価格である。そのため条件明示が極め
て重要な要素となる。
また，現状の制度の下では，発注者が設定する
上下限（予定価格と低入札価格調査基準価格（又
は最低制限価格））の範囲内でなければ落札でき
ないという問題がある。予定価格を上回る金額で
も低入札価格調査基準価格（又は最低制限価格）
を下回る金額でも落札することができないため，
その金額の範囲内に入札額が誘導される。したが
って，受注者は自らの積算とともに，発注者の積
算も行う必要がある。自らの適正な原価を算出す
ることを行わず，発注者の積算の予測だけをもと
に入札額を決めている場合すらある。
さらに，発注者が標準的と考える工法での積算
額が上限となるため，幅広い技術提案ができない
という問題がある。低入札価格調査基準が下限と
なるため，大幅なコストダウンが可能な工法等を
考えても，価格競争上有利になるわけではないた

め，そうした発想が生まれにくい。どうしても歩
掛どおりの施工を行っていれば無難との意識とな
る可能性がある。
我が国では発注者側が決めた価格のもとに落札
価格が誘導され，それが下請へ，さらには労働者
の賃金の支払いへと，上流から下流へ向かって価
格が決定される社会構造になっているのに対し，
海外では下流から上流へと積み上げた企業側の積
算をもとに競争が行われた結果として落札価格が
定まるのが通常と考えられる。
技能労働者の賃金水準を確保する方策として，
地方公共団体によっては，地方公共団体等が発注
する工事等に関して労働者の賃金の最低基準額を
保証するべく公契約条例を定めている場合があ
る。たとえば，2010年に公契約条例を定めた野田
市では，4,000万円（2015年〜）以上の工事にお
いて公共工事設計労務単価の85％以上の賃金の支
払いを義務付けている。また，1,000万円以上の
業務委託においては市の職員の賃金等を基準とし
ている。
フランス，英国，米国では，賃金条項を含む労
働条項を規定する公契約法が19世紀から制定され
てきた。公契約法の １つであり，公共建設工事に
特化した米国のデービス・ベーコン法では，
2,000ドル以上の公共工事におけるすべての労働
者を対象として，賃金のみならず，保険や有給休
暇まで規定している。実効性担保の方法として，
違反企業には ３年間，公共工事に参加できないと
いう厳罰が科せられる。一方で，我が国はILO第
94号条約を批准しておらず，これまで公契約法を
求める動きがあったものの制定には至っていない。

⑵　予定価格制度の見直し
土木学会建設マネジメント委員会公共事業改革
プロジェクト小委員会が2011年（平成23年） ８月
に提案した公共事業調達法案においては，予定価
格による上限拘束に替えて，価格審査の充実とオ
ープンブック方式の導入等が検討課題であるとし
た。そのうえで，異常な価格による契約を防止す
るため，次の ２つのいずれかによることとした。
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①　審査基準価格の設定
価格審査を行うために，発注者は審査基準と

なる価格を設定する。発注者は，総合評価にお
ける最高評価値（又は価格競争における最低価
格）の入札者の入札価格が異常に高い又は低い
金額の場合は，これを審査し，その入札を無効
とすることができる。また，必要な場合は，交
渉することができる。

②　上限と下限の設定
発注者は，契約価格の上限を設定することが

できる。この場合は，さらに契約価格の下限を
設定することができる。

将来の姿としては上記の①を目指したいが，当
面の措置として，現状と同様の②を残したもので
ある。
①のケースで，審査基準価格を受注者の見積り
をもとに定め，受注者積算をベースに契約を締結
すれば，米国等の海外の契約方式に最も近い形と
なり，予定価格の上限拘束による弊害や，発注者
積算の課題は大幅に解決する。また，元下契約や
労務賃金については，オープンブック方式の導入
等によりしわ寄せを防止することはある程度可能
である。
次に①のケースで，従来のように発注者積算を
用いる場合は，平均値としての発注者積算に何ら
かの変動幅をプラスアルファして上限の審査基準
価格を定めるのが適当と思われる。この場合，予
定価格の上限拘束による弊害は解消するが，発注
者積算の課題がすべて解消するわけではない。
上限を厳格に拘束する②のケースで，上限価格
を受注者の見積りをもとに定め，受注者積算をベ
ースに契約を締結すれば，予定価格の上限拘束に
よる弊害を緩和し，発注者積算の課題を解決する
ことができる。また，元下契約や労務賃金につい
ては，オープンブック方式の導入等により下流へ
のしわ寄せを防止することはある程度可能であ
る。上限拘束による弊害がすべて解消するわけで
はないが，会計法令等の改正が困難な場合の次善

の策としては検討に値する。

⑶ 　発注者積算から受注者積算への契約のベース
の転換
これまでのように発注者積算を契約のベースと
するのではなく，受注者積算を契約のベースとす
ることができ，かつ，適正な元下契約のもとに労
務賃金が適正に支払える仕組みが整えば，落札価
格が市場で決定される健全な競争環境が形成され
る可能性が生まれる。そして，そのような競争環
境が形成されれば，受注者にとっては，過当競争
に陥らずに無理のない価格で受注でき，優良な企
業が勝ち残れるようになる。
このほか，発注者・受注者双方にメリット・デ
メリットが考えられる。これらを勘案したうえ
で，次の事項に配慮して健全な競争環境を醸成す
ることに留意しなければならない。

・積算基準に含まれる日当たり施工量の情報がな
くなると，適正な工期を算定するための手法が
別途必要になること。
・�数量総括表の契約項目（工事工種体系ツリー）
は発注者の積算体系に合うものであるが，受注
者の見積り項目として適合しない可能性がある
こと。
・発注者の積算基準が設計書を補完している面が
あるが（発注者の想定している現場条件が推測
できる），設計書への条件明示をより詳細にす
る必要があること。
・会計検査対策として，なぜ積算手法を変え，そ
の積算手法が妥当であるかの説明が必要である
こと。
・下請金額や労務賃金が適切に支払われることを
担保する仕組みが必要であること。

発注者は提案技術を基とした受注者の実行予算
（工事原価＋一般管理費他）により算出した「予
定価格」を精査するため，提案技術，施工方法，
品質確保や工期設定の妥当性等を評価した上で，
積算の妥当性を精査する必要がある。そのため，
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発注者には従来にも増して高度な技術力・マネジ
メント力が要求されることとなる。このため，契
約のベースの転換にあたっては，国土交通省をは
じめとする大規模な公共工事を継続的に発注して
いる機関が中心となって試行実施を拡大していく
ことが適当である。

⑷ 　適正な元下契約や労務賃金の支払いを担保す
る方策
適正な元下契約のもとに，労務賃金が適正に支
払える仕組みが整った中で受注者積算を契約のベ
ースとすることができれば，健全な競争環境が形
成される可能性がある。発注者が受注者である元
請と契約する時点で元下間の契約内容が明示さ
れ，労務賃金を含めて元下契約が適正であること
が確認できれば，適正な元下契約や労務賃金を担
保することにつながる。さらに，事前に明示され
た通りに下請への支払い，労務賃金の支払いが適
正に行われたことが確認できれば確実なものとな
る。震災復興支援においてURが展開したCM方
式で用いられているようなオープンブック方式に
より，工事コストの透明性向上を図ることが考え
られる。
この際に，労務単価については，職種技能評価
別で，かつ，技能労働者の支払金額と社会保険を
保証した，また，下請会社の必要経費を勘案した
単価に改善していく必要がある。労働者への支払
金額を保証した労務単価を設定することは，過当
競争による技能労働者へのしわ寄せを防止し，ダ
ンピングの防止にも繋がるものと考えられる。米
国のように公契約法を整備して労務賃金の最低額
をきめ細かく定めることも検討に値する。あるい
は，建設業に関わる技能労働者に限って法制化す
ることも考えられる。法制化が困難な場合は，
個々の建設工事契約において労務賃金の最低額を
義務付けて契約上支払いを保証させるという方法
も考えられる。

元下契約や労務賃金制度を見直すこのような取
り組みは，従来の元下関係を大きく覆す可能性が
あるが，一方で，技能労働者の高齢化が進み，技
能労働を提供する零細な下請事業者の廃業が増加
している現状では，元下関係が適正な方向へ改善
（社会保険と適切な賃金水準を担保）することに
より，将来の建設業の担い手（特に技能労働者）
を確保することにもつながると考えられる。
1970年に日本建設業団体連合会（日建連）が「労
働力プール化構想」２）を提案し，元請，下請専門
団体を網羅する運動が進められたが，結局は業界
全体の合意が得られなかった。激化する災害に対
して災害復旧や復興に備えるとともに，老朽化し
たインフラストックを今後，維持・補修・修繕し
ていくには，それぞれの地域に，継続的に建設業
の担い手が必要であることから，「労働力プール」
のような受け皿と仕組みは有効であると考えられ
る。今後の，元下関係の価格決定構造の転換を検
討する上で，
・専業下請業者に協力して，技能労働者の常用化
を促進する。
・職種別・ブロック別あるいは都道府県別に労働
力プールを設置して，常用労働者を，常用関係
を保持したままプールに参加させる。一人親方
や一般の労働者も自由意志により参加できる。
・請負契約，賃金，雇用条件等の基準を定めこれ
を保証し，福利厚生の安定，技能訓練の拡充を
行う。職種別・技能ランクごとに賃金・処遇を
取り決める。
という提案は，改めて参考になるものと考えられ
る。

1）‌�Caltrans Division of Research and Innovation: Com-
paring In-House Staff and Consultant Costs for 
Highway Design and Construction, 2011

2）‌�社団法人日本建設業団体連合会：日建連十年小史，
昭和53年5月29日
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